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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第168期

中間連結会計期間
第169期

中間連結会計期間
第168期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （百万円） 20,998 21,155 40,182

経常利益 （百万円） 1,374 1,338 2,375

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 1,336 2,029 2,894

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,756 3,740 5,071

純資産額 （百万円） 47,791 53,397 50,321

総資産額 （百万円） 75,694 81,526 78,457

１株当たり中間（当期）

純利益金額
（円） 152.79 234.00 331.39

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.1 65.5 64.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,335 269 5,370

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,188 △986 △3,356

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △345 △1,217 △1,870

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 6,427 5,847 7,784

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当中間連結会計期間のわが国経済は、緩やかな回復基調で推移したものの、中東情勢をはじめとする不安定な世

界情勢や、金融資本市場の変動などの影響により、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画に掲げる成長戦略の推進と新たな価値の創造に向け、サ

ステナビリティ経営の推進をベースとした「事業拡大と体質強化」、「グローバル化の推進」、「新たな価値の創

造」という３つの重点施策に、全社一丸となって取り組んでおります。

当中間連結会計期間においては、車載向けが低調に推移したほか、一部製品において原材料納入遅延等に伴う製

造スケジュール調整による売上数量減少の影響を受けたものの、AIサーバー関連が好調に推移し、海外向け触媒や

有機合成用触媒原料が大幅に伸びたことにより、当中間連結会計期間の売上高は211億5千5百万円（前年同期比1億

5千7百万円増）となりました。営業利益につきましては、上記の売上構成の変化による収益性に改善が見られたも

のの、原燃料価格が上昇したことにより、13億6千7百万円（同2千2百万円減）となり、経常利益は13億3千8百万円

（同3千5百万円減）となりました。

この経常利益に、投資有価証券売却益14億9千8百万円の特別利益を加え、固定資産除却損7千3百万円の特別損失

及び法人税等5億8千5百万円を差引き、更に法人税等調整額1億4千8百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する

中間純利益は20億2千9百万円（同6億9千3百万円増）となりました。

セグメントの業績は、次の通りであります。

 

①化学品事業

化学品事業では、クロム製品はめっき向けが堅調に推移したことにより、売上高は前年同期並みとなりました。

シリカ製品は堅調に推移したことにより、売上高は前年同期並みとなりました。燐製品は堅調に推移したことによ

り、売上高は前年同期並みとなりました。この結果、化学品事業の売上高は、96億8千2百万円（同6億2百万円増）

となりました。

 

②機能品事業

機能品事業では、ホスフィン誘導体は量子ドット向けが大幅に落ち込んだものの、海外向け触媒や有機合成用触

媒原料が大幅に伸びたことにより、売上高は大きく増加しました。農薬原体は原材料納入遅延等に伴う製造スケ

ジュール調整により、売上高は大きく減少しました。電池材料は資源価格の下落により、売上高は大きく減少しま

した。電子セラミック材料は通信向けのAIサーバー関連が大幅に伸びたものの、車載向けが低調に推移したことに

より、売上高は減少しました。回路材料は資源価格の上昇に伴う価格改定により、売上高は増加しました。高純度

電子材料はAIサーバー関連を中心とした半導体向けが大幅に伸びたことにより、売上高は大きく増加しました。こ

の結果、機能品事業の売上高は、108億5千6百万円（同4億5千1百万円減）となりました。

 

③賃貸事業

賃貸事業は、堅調に推移したことにより、売上高は前年同期並みとなりました。この結果、賃貸事業の売上高

は、4億7千3百万円（同3百万円増）となりました。

 

④その他

環境測定等の事業は、堅調に推移したことにより、売上高は前年同期並みとなりました。この結果、報告セグメ

ントに含まれない事業セグメントの売上高は、1億4千3百万円（同1百万円増）となりました。
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　　(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、2億6千9百万円の収入（前年同期は13億3千5百万

円の収入）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益27億6千3百万円に対し、減価償却費19億8千5百万

円の他、投資有価証券売却益14億9千8百万円、売上債権の増加額7億5千万円、棚卸資産の増加額3億5千9百万円、

法人税等の支払額9億5千5百万円等、営業取引に係る資産負債の増減額を加減したことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に設備投資による支出があり、9億8千6百万円の支出（前年同期は21

億8千8百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済や配当金の支払等があり、12億1千7百万円の支出（前年同

期は3億4千5百万円の支出）となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ19億3千7百万円減

少し、58億4千7百万円となりました。

なお、営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローと配当金を減算したフリー

キャッシュ・フローは、12億3千6百万円の支出となりました。

 

　　(3) 財政状態の分析

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ30億6千8百万円増加し、純資産は30億7千5百万円増

加しております。その結果、自己資本比率は64.1％から65.5％となっております。

増減の主なものは次の通りであります。

流動資産では、現金及び預金が19億4千2百万円減少し、売掛金が8億1千3百万円増加し、仕掛品が4億2千3百万円

減少し、原材料及び貯蔵品が7億9千4百万円増加しております。

固定資産では、有形固定資産が2億8千5百万円増加し、無形固定資産が1千1百万円増加し、投資有価証券が28億9

千6百万円増加しております。

流動負債では、短期借入金が8億7千5百万円増加し、未払法人税等が3億8千1百万円減少し、未払消費税等が1億6

千2百万円減少し、設備関係未払金が1億8千7百万円減少しております。

固定負債では、長期借入金が10億6千2百万円減少し、繰延税金負債が9億4千5百万円増加しております。

株主資本では、利益剰余金が15億8百万円増加しております。

その他の包括利益累計額では、その他有価証券評価差額金が19億7千8百万円増加しております。

 

　　(4) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

　　(6) 研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発費は8億3千1百万円であります。なお、研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,922,775 8,922,775
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 8,922,775 8,922,775 － －

 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 8,922,775 － 5,757 － 2,267
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(5)【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本化学工業取引先持株会 東京都江東区亀戸九丁目１１番１号 923 10.67

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 829 9.58

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505103

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

 

ONE CONGRESS STREET，SUITE １, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南二丁目１５番１号　品川

インターシティＡ棟）

511 5.91

INTERACTIVE BROKERS LLC

（常任代理人　インタラクティブ・

ブローカーズ証券株式会社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH，

CONNECTICUT 06830 USA

（東京都千代田区霞が関三丁目２番５号）

476 5.50

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番１２号）
353 4.08

河合　映治 岐阜県大垣市 220 2.55

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505223

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都港区港南二丁目１５番１号　品川

インターシティＡ棟）

 

186 2.15

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海一丁目８番１２号 185 2.14

小西安株式会社 東京都中央区日本橋本町二丁目６番３号 182 2.10

日本化学工業従業員持株会 東京都江東区亀戸九丁目１１番１号 161 1.86

計 － 4,030 46.58

　（注）上記銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式は、次の通りであります。

　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　      829千株

　　　　株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　　　　　      185千株
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 271,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,614,900 86,149 －

単元未満株式 普通株式 36,175 － －

発行済株式総数  8,922,775 － －

総株主の議決権  － 86,149 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

 

 

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日本化学工業株式会社
東京都江東区亀戸

九丁目11番１号
271,700 － 271,700 3.05

計 － 271,700 － 271,700 3.05

 

 

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,112 6,169

受取手形 61 23

電子記録債権 775 748

売掛金 10,518 11,332

商品及び製品 3,879 3,865

仕掛品 3,388 2,965

原材料及び貯蔵品 3,789 4,583

未収消費税等 0 151

その他 555 1,087

貸倒引当金 △10 △11

流動資産合計 31,070 30,916

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 39,923 40,006

減価償却累計額 △26,373 △26,707

建物及び構築物（純額） 13,549 13,299

機械装置及び運搬具 24,971 27,130

減価償却累計額 △16,245 △17,359

機械装置及び運搬具（純額） 8,726 9,771

土地 7,122 7,121

建設仮勘定 3,801 3,288

その他 7,330 7,497

減価償却累計額 △5,964 △6,127

その他（純額） 1,365 1,370

有形固定資産合計 34,564 34,850

無形固定資産   

その他 463 474

無形固定資産合計 463 474

投資その他の資産   

投資有価証券 5,126 8,022

長期貸付金 20 15

繰延税金資産 77 77

退職給付に係る資産 6,913 6,952

その他 245 240

貸倒引当金 △23 △23

投資その他の資産合計 12,358 15,285

固定資産合計 47,386 50,610

資産合計 78,457 81,526
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,233 3,245

短期借入金 10,275 11,150

未払法人税等 1,048 666

未払消費税等 166 3

賞与引当金 461 448

設備関係未払金 1,938 1,750

その他 2,398 2,397

流動負債合計 19,522 19,662

固定負債   

長期借入金 4,125 3,062

繰延税金負債 2,356 3,301

退職給付に係る負債 203 208

その他 1,928 1,893

固定負債合計 8,613 8,466

負債合計 28,136 28,129

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,757 5,757

資本剰余金 2,267 2,284

利益剰余金 35,676 37,185

自己株式 △684 △846

株主資本合計 43,016 44,381

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,585 4,564

繰延ヘッジ損益 － 0

為替換算調整勘定 172 162

退職給付に係る調整累計額 4,547 4,288

その他の包括利益累計額合計 7,305 9,015

純資産合計 50,321 53,397

負債純資産合計 78,457 81,526
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(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 20,998 21,155

売上原価 16,836 17,072

売上総利益 4,161 4,083

販売費及び一般管理費 ※ 2,770 ※ 2,715

営業利益 1,390 1,367

営業外収益   

受取利息及び配当金 89 79

持分法による投資利益 9 24

その他 55 54

営業外収益合計 154 158

営業外費用   

支払利息 75 112

その他 96 75

営業外費用合計 171 188

経常利益 1,374 1,338

特別利益   

固定資産売却益 504 －

投資有価証券売却益 － 1,498

特別利益合計 504 1,498

特別損失   

固定資産除却損 98 73

関係会社清算損 58 －

特別損失合計 157 73

税金等調整前中間純利益 1,721 2,763

法人税、住民税及び事業税 536 585

法人税等調整額 △150 148

法人税等合計 385 734

中間純利益 1,336 2,029

親会社株主に帰属する中間純利益 1,336 2,029
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 1,336 2,029

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 559 1,978

繰延ヘッジ損益 0 0

為替換算調整勘定 △1 △9

退職給付に係る調整額 △137 △258

その他の包括利益合計 419 1,710

中間包括利益 1,756 3,740

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,756 3,740
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(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,721 2,763

減価償却費 1,845 1,985

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 1

賞与引当金の増減額（△は減少） △1 △13

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1 △34

受取利息及び受取配当金 △89 △79

持分法による投資損益（△は益） △9 △24

支払利息 75 112

為替差損益（△は益） 2 1

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,498

固定資産売却損益（△は益） △504 －

固定資産除却損 98 73

関係会社清算損益（△は益） 58 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,566 △750

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,602 △359

仕入債務の増減額（△は減少） △655 133

未払消費税等の増減額（△は減少） 170 △314

その他 △236 △741

小計 1,514 1,255

利息及び配当金の受取額 89 79

利息の支払額 △75 △110

法人税等の支払額 △217 △955

法人税等の還付額 24 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,335 269

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,812 △2,410

有形固定資産の除却による支出 △112 △27

有形固定資産の売却による収入 802 0

無形固定資産の取得による支出 △61 △75

投資有価証券の取得による支出 － △39

投資有価証券の売却による収入 － 1,560

貸付けによる支出 △8 △0

貸付金の回収による収入 6 6

その他 △2 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,188 △986

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,500 1,000

長期借入金の返済による支出 △1,437 △1,187

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △7 △7

自己株式の取得による支出 △0 △187

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増

加）
－ △314

配当金の支払額 △400 △519

財務活動によるキャッシュ・フロー △345 △1,217

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,200 △1,937

現金及び現金同等物の期首残高 7,628 7,784

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,427 ※ 5,847
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

　　　※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

運送費及び保管費 482百万円 477百万円

給料 402 439

賞与 26 24

賞与引当金繰入額 81 71

退職給付費用 △2 △33

福利厚生費 116 125

研究開発費 745 831

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の通りで

あります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 6,725百万円 6,169百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △297 △322

現金及び現金同等物        6,427百万円        5,847百万円

 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 401 46  2025年３月31日  2025年６月27日 利益剰余金

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月11日
取締役会

普通株式 525 60  2025年9月30日  2025年12月５日 利益剰余金

 
Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 520 60  2026年３月31日  2026年６月29日 利益剰余金

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月12日
取締役会

普通株式 1,038 120  2026年９月30日  2026年12月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 化学品事業 機能品事業 賃貸事業 計

売上高         

外部顧客への売

上高
9,079 11,307 469 20,856 141 20,998 － 20,998

セグメント間の

内部売上高

又は振替高

－ 33 13 47 138 186 △186 －

計 9,079 11,341 483 20,904 280 21,184 △186 20,998

セグメント利益 637 458 275 1,371 6 1,377 12 1,390

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境測定等を含んでおります。

2.セグメント利益の調整額12百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

3.セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 化学品事業 機能品事業 賃貸事業 計

売上高         

外部顧客への売

上高
9,682 10,856 473 21,012 143 21,155 － 21,155

セグメント間の

内部売上高

又は振替高

－ 32 13 45 133 179 △179 －

計 9,682 10,888 487 21,058 276 21,335 △179 21,155

セグメント利益 622 434 305 1,361 0 1,362 5 1,367

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境測定等を含んでおります。

2.セグメント利益の調整額5百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

3.セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）

合計
化学品事業 機能品事業 賃貸事業 計

クロム製品 2,797 － － 2,797 － 2,797

シリカ製品 1,165 － － 1,165 － 1,165

燐製品 3,314 － － 3,314 － 3,314

電子セラミック材料 － 5,532 － 5,532 － 5,532

電池・電子デバイス材料 － 2,304 － 2,304 － 2,304

有機機能材料 － 2,677 － 2,677 － 2,677

その他 1,802 792 － 2,595 141 2,736

顧客との契約から生じる
収益

9,079 11,307 － 20,387 141 20,528

その他の収益 － － 469 469 － 469

外部顧客への売上高 9,079 11,307 469 20,856 141 20,998

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境測定等を含んでおります。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）

合計
化学品事業 機能品事業 賃貸事業 計

クロム製品 2,779 － － 2,779 － 2,779

シリカ製品 1,167 － － 1,167 － 1,167

燐製品 3,376 － － 3,376 － 3,376

電子セラミック材料 － 5,108 － 5,108 － 5,108

電池・電子デバイス材料 － 2,407 － 2,407 － 2,407

有機機能材料 － 2,475 － 2,475 － 2,475

その他 2,359 865 － 3,224 143 3,367

顧客との契約から生じる
収益

9,682 10,856 － 20,539 143 20,682

その他の収益 － － 473 473 － 473

外部顧客への売上高 9,682 10,856 473 21,012 143 21,155

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境測定等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 152.79円 234.00円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（百万

円）
1,336 2,029

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益金額（百万円）
1,336 2,029

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,744 8,673

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 2026年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。

 

(1）配当金の総額………………………………………1,038百万円

(2）１株当たりの金額…………………………………120円00銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2026年12月７日

 

（注）当社定款の規定に基づき、2026年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権

者に対し、配当を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月13日

日本化学工業株式会社

取締役会　御中

 

 EY新日本有限責任監査法人

 東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北　村　康　行

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　野　裕　基

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本化学工業株

式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本化学工業株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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